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貸　借　対　照　表
（平成１５年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
仕 掛 品
繰延税金資産
未　収　入　金
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機械及び装置
車両及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
その他の無形固定資産

投 資 等
投資有価証券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 債 権
その他の投資等
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未払法人税等
未 払 費 用
その他の流動負債

固 定 負 債
繰延税金負債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（資 本 の 部）
資 本 金

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当期未処分利益
（うち当期利益）

株式等評価差額金
自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

１０，３９０，９３０
１，２９１，４３７
１，４３９，７２２
４，６４２，８４７
１，０２５，５８３
２９３，０８６
７２１，８６９
３７０，７３１
４５８，５０２
１９４，１８４
△４７，０３４

３，６０８，７０８
３，２０８，６８０
８９５，８６６
３４，７２４
７９０，７１０
７，４８９

２２３，２２５
１，２２２，０１６
３４，６４６

３２，４５８
２６，７６０
５，６９８

３６７，５６９
８３，５７２
２５，５００
３２，０００
１１，７９７
２２６，６６７
△１１，９６７　

１３，９９９，６３９

６，２２７，３３４
４，２８０，２２３
９００，０００
２９３，６３１
８，０５４

３４０，１７７
４０５，２４７

１，４０３，８９９
２８，６４０

１，２２６，６７０
１４８，５８９

７，６３１，２３４

１，１００，０００

６２６，４０４
６２６，４０４

４，６４９，１５７
２０３，６０６
８０３，３６３

２，９５０，０００
６９２，１８７
（６４５，７２４）

５１６
△７，６７５

６，３６８，４０４

１３，９９９，６３９
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損　益　計　算　書
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

（経 常 損 益 の 部）
営 業 損 益 の 部
売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 常 利 益

（特 別 損 益 の 部）
特 別 損 失

投資有価証券評価損

税 引 前 当 期 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

１，８６６
１２４，２３２

３，７５９
４９，９５２

１８，０７４

８，０１２
△２３２，４１５

１６，０３６，１６６
１２，６１５，３８４
３，４２０，７８１
３，０５３，７７２
３６７，００９

１２６，０９９

５３，７１１
４３９，３９６

１８，０７４

４２１，３２１

△２２４，４０３

６４５，７２４
７７，９３８
△３１，４７６

６９２，１８７

92106



－ 13 －

１．重要な会計方針

（１）棚卸資産のうち製品・仕掛品は個別法による低価法、材料は総平均法による原価
法によって評価しております。

（２）有価証券のうち、その他有価証券で時価のあるものについては決算日の市場価格
等に基づく時価法によって評価しております。（評価差額は全部資本直入法によ
って処理し、売却原価は移動平均法によっております。）その他有価証券で時価
のないものについては、移動平均法による原価法によって評価しております。
子会社株式及び関連会社株式については、移動平均法による原価法によって評
価しております。

（３）有形固定資産の減価償却方法は定率法によっております。なお、耐用年数及び残
存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
ては定額法によっております。無形固定資産の減価償却方法は定額法によって
おります。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（４）貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

（５）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異につい
ては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）によ
る按分額を翌期から費用処理することとしております。

（６）役員退職慰労引当金は、旧商法第２８７条ノ２に規定する引当金であり、役員の退
職慰労金の支出に備えて役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して
おります。

（７）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算については、当期末日の直物為
替相場により円貨に換算しております。

（８）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
います。

（９）ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっています。ただし、為替予約が付さ
れている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っています。

（１０）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（１１）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準
当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準
第１号）を適用しております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であ
ります。

（１２）資本の部
当期から「商法施行規則」（法務省令第２２号）が施行されたことにより、表示方
法を以下のように変更しております。
①「資本準備金」は「資本剰余金」の内訳と、「利益準備金」、「固定資産圧縮積
立金」、「別途積立金」及び「当期未処分利益」は「利益剰余金」の内訳とし
て表示しております。

②「評価差額金」は「株式等評価差額金」としております。
（１３）１株当たり情報

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）お
よび「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第４号）を適用しております。なお、同会計基準および適用指針を前期に
適用して算出した場合の１株当たり情報は、従来の方法によるものと同額であ
ります。

２．貸借対照表注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 ６，０８２，４２９千円
（２）子会社に対する短期金銭債権 １９６，０５０千円

子会社に対する短期金銭債務 ３２１，１２８千円
子会社に対する長期金銭債権 ３５，０００千円

（３）貸借対照表に計上されていないリ－ス契約 日立製作所製ＣＡＤ一式
によって使用している重要な固定資産

（４）受取手形裏書譲渡高 ２７０，９５７千円
（５）１株当たり当期利益 ４９円３９銭
（６）旧商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額 ５１６千円
（７）新株予約権

平成１４年７月２３日発行の新株予約権（ストック・オプション）
新株予約権の数２４０個（１個当たりの目的となる株式数１，０００株）
新株予約権の目的となる株式の種類および数 普通株式　２４０，０００株
発行価額 新株予約権１個当たり　２５１，０００円
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